
大
１ ８ ７ ５ 大　阪　府

Ｔ Ｅ Ｌ   （０７８） ８５６－９１３１
有
有 （１単元1,000株）

親会社等における当社の議決権所有比率

１ ８ ６ ５

１． 平成18年3月期の業績 （平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）
(１)　経営成績　

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
（ ） （ ） （ ）
（ ） （ ） （ ）

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
（ ） .
（ ） .

　　（注）　 ①
② 会計処理の方法の変更　　有
③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)　配当状況

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
. . .
. . .

(3)  財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭
.
.

　　　（注）　 ① 株 株

② 株 株

(4)  キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

２． 平成19年3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
.

. .

　　（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）     

業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、
今後さまざまな要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

経 理 部 長

(金額：百万円未満切捨)

11円 30 銭

6 0 0 6 0 0 100 95 

期 末 残 高
投資活動による 財 務 活 動 に よ る

△ 198 △ 52 

キャッシュ ･フローキャッシュ･フロー

 4 1 

0.7 

0

8,417,276

32,724

847 

現金及び現金同等物

 3 8 

5,052 

66.4 

平成17年3月期

0.7 36.4 

8,409,987 平成17年3月期

44.9 
7,269 67.7 

１株当たり株主資本

864 

期末発行済株式数 平成18年3月期

7,132 

期 末 自 己株 式数 平成18年3月期 40,013

株 主 資 本 株 主 資 本 比 率

平成17年 3月期 15,867 
平成 18 年 3月期 10,742 

総 資 産

平成17年 3月期 6 0 0 0 0 0 6 0 0 50
0 0 50

中 間

平成18年 3月期 6 0 0 0

2.0 1.6 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配 当 金 総 額

△ 15.9 16 49 
期中平均株式数 8,412,429株

単元株制度採用の有無平 成 18 年 6 月 30 日

営 業 利 益

当期純利益

経 常 利 益

総 資 本 売 上 高株 主 資 本
経常利益率当期純利益率

平成18年 3月期 813 

経常利益率

53.2%

1.5 
△ 45.3 9 04 1.1 0.5 

配 当 性 向
株 主 資 本

キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

平成18年3月期 平成17年3月期

期 末 （年　間） 配 当 率

0 0 6

0.3 

△72.1 66 53.1 
△32.5 △51.6 244 

88 
△51.5 238 

△63.8 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

平成18年 3月期

平成18年 3月期 24,596 
平成 17 年 3月期 16,063 

138 

当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

76 
平成 17 年 3月期

売 上 高

配当支払開始予定日

決算取締役会開催日

親 会 社 等 の 名 称
コ ー ド 番 号

定時株主総会開催日 平 成 18 年 6 月 29 日
青木あすなろ建設株式会社ほか１社

平 成 18 年 5 月 10 日

（ＵＲＬ　ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ.ａｏｋｉｍａｒｉｎｅ.ｃｏ.ｊｐ）

問 合 せ 先責 任者
代 表 者 大 迫 義 一代表取締役社長

長 井 栄

平成 18 年 3月期　決算短信 (非連結)
青 木 マ リ ー ン 株 式 会 社 上 場 取 引 所

本社所在都道府県

平 成 18 年 5 月 10 日

上 場 会 社 名
コ ー ド 番 号

中間配当制度の有無

8,421,002株

271 △ 671 平成 17 年 3月期

営 業 活 動 に よ る

0 0 6,700 

1,447 

△ 65 △ 68 中 間 期
通 期 15,700 

4,489 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
売 上 高

期 末中 間
経 常 利 益 当 期 純 利 益
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事業の系統図は次のとおりであります。

親 会 社  松 建 設 株 式 会 社

親 会 社 青木あすなろ建設株式会社

埋

立

工

事

等

の

施

工

埋

立

工

事

の

施

工

当 社

　 当社の企業集団は、当社及び親会社2社で構成され、建設事業を主体とした事業活動を展開しております。

当社は、親会社である青木あすなろ建設株式会社が海上埋立工事等を受注したときは、これを請負って施工してお

ります。

　１． 企 業 集 団 の 状 況　　

廃

棄

物

海

上

輸

送

等

得 意 先
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（１）会社の経営の基本方針

（２）会社の利益配分に関する基本方針

（３）会社の対処すべき課題

当社は株主の皆様に対し、長期的に安定配当を維持することを経営の重要政策としており、経営環境や業績

動向等を勘案した利益還元を行うとともに、安定的な経営基盤を堅持するため内部留保の充実にも配慮していく

ことを基本方針としております。

当社の経営方針は、プッシャーバージシステム（押船と底開式バージまたは箱型バージを組み合せ、採土積込

から、海上運搬、埋立、揚土等までを一元的に管理する海送埋立工法）を国内で初めて導入した業界のパイオ

ニアとして、「よりよい仕事を より早く より安く より安全に」をモットーに、常に埋立技術の研鑚に努め、顧客の信

頼と期待に応え得る施工品質を提供することを基本方針としております。

当社におきましては、関西国際空港２期空港島埋立工事が終盤を迎えたことから、次なる大型海上埋立工事で

ある羽田空港新滑走路建設工事の受注獲得に向け、専業者のノウハウを遺憾なく発揮し、鋭意技術提案営業を

展開してまいる所存でございます。

建設業界におきましては、公共投資の漸減傾向にはどめがかからず、さらに熾烈な価格競争が展開されるもの

と推測されます。

さらに、物流事業、水質浄化事業等周辺事業への新たな営業も展開し、企業業績のより一層の向上に努めて

まいります。

　２．　経　　営　　方　　針　

今後の経済環境は、原油価格の高騰とそれに伴う原材料価格の上昇等先き行き懸念要因があるものの、引き

続き好調な企業業績により、内需主導の景気回復基調が持続するものと予想されます。

－3－



（４）親会社等に関する事項

①親会社等の商号等

（ ）

（注） 親会社等の議決権所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

②親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の商号又は名称及びその理由

③親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、その他の上場会社と親会社等との関係

④親会社等との取引に関する事項

親会社青木あすなろ建設株式会社

親会社等の議決権
所有割合（％）

53.2 株式会社東京証券取引所　市場第一部

親会社等が発行する株券が上場されている
証券取引所等

　親会社である青木あすなろ建設株式会社との取引は、取引高に重要性がないため記載を省略しております。

　

親 会 社 等 属 性

53.2

また、当社は、青木あすなろ建設株式会社から取締役（非常勤）２名及び監査役（非常勤）２名を受入れており

ますが、これは企業価値の向上に向けた客観的な意見を得るためであります。

当社の親会社２社は、総合建設業者として建設事業を、当社は海上埋立工事の請負を主たる事業として営ん

でおり、それぞれ工事を施工する領域が異なっております。

株式会社大阪証券取引所　市場第一部

当社の親会社は、青木あすなろ建設株式会社及び松建設株式会社であり、松建設株式会社の子会社で

ある青木あすなろ建設株式会社が、当社の株式を4,429千株（議決権比率53.2％）保有しております。

親会社

従って、当社は、親会社等が海上埋立工事等を受注したときはこれを請負って施工しますが、親会社等が当社

の施工領域に関わる工事を請負うことは少なく、結果的に親会社等への依存度は低く、当社の事業運営及び経

営判断に関しては、親会社等から一定の独立性が確保できていると考えております。

株式会社東京証券取引所　市場第一部
髙松建設株式会社

53.2
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（１）経営成績

（２）財政状況

以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、前期末と比べ５億６千２百万円余増加し50億５千２百

万円余となりました。

　当期の資産合計は、前期に比べ51億２千５百万円余減少し、107億４千２百万円余となりました。

この結果、受注高は前期に比べ39.2％減の150億9百万円余となりました。主な受注工事は、関西国際空港２

期空港島埋立工事、徳島飛行場用地造成工事などであります。

　負債合計は、前期に比べ52億６千２百万円余減少し、34億７千２百万円余となりました。

　資本合計は、前期に比べ１億３千７百万円余増加し、72億６千９百万円余となりました。

　これは、その他有価証券評価差額金が１億１千４百万円余増加したことが主な要因であります。

売上高は、前期に比べ 53.1％増の245億９千６百万円余となりました。主な完成工事は、関西国際空港２期

空港島埋立工事、尼崎フェニックス廃棄物海上輸送などであります。

これは、現預金が５億６千２百万円余増加しましたが、一方で未成工事の減少により未成工事支出金が39億

2百万円余、施工高の減少により受取手形が17億２千３百万円余それぞれ減少したことが主な要因でありま

す。

①当期の財政状況

一方、利益面では、売上高の増加が主に材料（山土）の数量増加に伴うものであったことからこれが利益に

貢献せず、さらに、燃料費の高騰、自社船の稼働率の低下等もあって粗利益が大幅に減少し、一般管理費の

削減、金融収支の改善等に努めたものの経常利益は前期に比べ72.1％減の６千６百万円余、当期純利益は

前期に比べ45.3％減の７千６百万円余となりました。

当期の営業活動によるキャッシュ･フローは、売上債権の減少等により、８億１千３百万円余の収入となり、前

期と比べ６億３千３百万円余減少しました。

投資活動によるキャッシュ･フローは、有形固定資産の取得等により、１億９千８百万円余の支出となり、前期

と比べ４億６千９百万円余減少しました。

建設業界におきましては、民間建設投資は堅調に推移しているものの、公共投資は減少の一途をたどり、当

社の主たる事業である海上埋立工事は、事業量の減少から過当な価格競争が始っております。

このような情勢のもと、当社は営業活動を強化し、自社保有船舶の稼働率の向上に努めるとともに、経営の合

理化、効率化を推進してまいりました。

財務活動によるキャッシュ･フローは、配当金の支払等により、５千２百万円余の支出となり、前期と比べ６億１

千８百万円余減少しました。

これは、未成工事の減少により未成工事受入金が35億２百万円余、施工高の減少により支払手形が８億６千

５百万円余、工事未払金が８億９千２百万円余それぞれ減少したことが主な要因であります。

　この結果、当期末の株主資本比率は67.7％となりました。

②当期のキャッシュ・フローの状況

　３.　経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

当期のわが国経済は、企業収益の向上を背景に株式市場は活況を呈し、雇用環境の改善と賃金水準の緩

やかな回復から個人消費も堅調に推移するなど、景気は底堅い回復の兆しが現れてまいりました。

当期の業績全般に関する概況
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当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。

株主資本比率（％）

時価ベースの株主資本比率（％）

債務償還年数（年）

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）

（注） 株主資本比率 ： 株主資本／総資産

時価ベースの株主資本比率 ： 株式時価総額／総資産

債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利息の支払額

※ 各指標は、いずれも財務諸表等の財務数値により算出しております。

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※

（３）事業等のリスク

 ①大型海上埋立工事への依存

 ②燃料費の高騰

 ③繰延税金資産

（４）次期の見通し

19.0

平 成 17 年 ３ 月 期

　なお、文中における将来に関する事項につきましては、当期末現在において判断したものであります。

平 成 18 年 ３ 月 期

67.7

42.6

                       －

当社の財務状態及び経営成績等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事

項は以下のとおりであります。

                       －

営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有利子

負債は貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払

いにつきましては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

95.6

14.7

0.3

47.4 44.9

                       －

694.3

平 成 16 年 ３ 月 期

今後の大型海上埋立工事として羽田空港新滑走路建設工事の請負を見込んでおりますが、当該工事が予

定どおり受注できないとき、またはその着工時期が予想より遅延する場合は、業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

燃料費の高騰により当社船舶の重油価格も高止まりしており、これを請負金額に反映することができない場

合は、業績に影響を及ぼす可能性があります。

次期の見通しにつきましては、施工中の関西国際空港２期埋立工事が終盤を迎え、先行き厳しい状況が予想

されますが、より一層の合理化、効率化に努め、受注高130億円（前期比13.4％減）、売上高157億円（前期比

36.2％減）、経常利益１億円（前期比49.9％増）、当期純利益９千５百万円（前期比25.0％増）を予定しておりま

す。

当社の売上高は、ここ数年間プッシャーバージシステムによる大型海上空港埋立工事の請負が大半を占め

ております。

当期末に計上している繰延税金資産は、将来年度の課税所得の合理的な見積りによって計上しております

が、今後の受注計画に変更が生じ、所有船舶の配船計画に大幅な変動が生じた場合は、多額の取崩しが必

要となる可能性があります。
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  (1)   比  較  貸  借  対  照  表  

（ ） （ ）

（ ） （ ） ( )

68,396

繰 延 税 金 資 産

無 形 固 定 資 産

569,038

57,454

そ の 他 35,864

資 産 合 計 15,867,878

354

3,422

383,274 318,720

繰 延 税 金 資 産

△ 898

480

1,301,090

2,649,146

△ 235

666,575

189,939

そ の 他

1,344,633

船 舶 1,002,719

16,969

205,478

30,098

△ 7,852

投 資 不 動 産

△ 5,125,61110,742,267

未 収 入 金 387,558

投 資 そ の 他 の 資 産 1,322,549

工 具 器 具 ･ 備 品

建 物 61,134

土 地

機 械 ・ 運 搬 具

貸 倒 引 当 金

完 成 工 事 未 収 入 金

（ 資 産 の 部 ） 15,867,878

受 取 手 形

流 動 資 産 13,241,176

現 金 及 び 預 金 4,489,797

未 成 工 事 支 出 金

科 目

  ４．   財　務　諸　表　等　 

比 較 増 減

（単位：千円）

287,527

平成18年3月31日現在 （△は減）

△ 5,148,056

5,052,085

平成17年3月31日現在

8,093,120

前 期 当 期

145,833

△ 5,125,611

562,288

1,808,767

期 別

△ 1,723,943

10,742,267

433,361

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産 2,626,701

△ 715

2,259,897

157,881

36,909

△ 3,902,599

8,214

△ 3,680

459

△ 229,676

22,444

△ 111

18,226

△ 5,765

22,083

△ 64,554

△ 6,220

－ 

△ 97,536

投 資 有 価 証 券 426,776

84,823

243

205,478

23,189

1,292,876

6,162,496

69,295

36,449

1,020,945

11,275

236,836
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（ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ) （ ) （ )

217,025

期 別

265,318

217,025

平成17年3月31日現在科 目

前 期

1,175,783

△ 2,919

△ 215,430

7,132,605

未 払 消 費 税 等 － 

22,392

そ の 他

51,767

6,950

15,867,878負 債 資 本 合 計

自 己 株 式 △ 7,693

340,843

利 益 準 備 金 96,000

△ 124,493

193,764

216,349当 期 未 処 分 利 益

その他有価証券評価差額金 79,455

－ 

－ 

96,000

150,000

25,506

1,100,000

2,724,500

15,108

137,402 126,085

18,027

3,120,659

4,26156,028

△ 3,502,895

△ 865,375

△ 892,408

8,996

137,084

1,412,349

2,724,500 2,724,500

7,269,690

1,386,843

2,949,500

－ 

－ 

2,724,500

未 払 法 人 税 等

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

－ 

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

船 舶 特 別 修 繕 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

資 本 準 備 金

△ 11,317未 払 費 用

－ 

13,257固 定 負 債 338,658 351,916

264,498 273,495

未 成 工 事 受 入 金

未 払 金

工 事 未 払 金

1,299,939 434,564

283,375

49,888

支 払 手 形

（△は減）

比 較 増 減

平成18年3月31日現在

当 期

（単位：千円）

△ 2,633

△ 5,275,954

△ 5,262,696

流 動 負 債

8,735,272（ 負 債 の 部 ）

△ 5,125,61110,742,267

114,308

△ 2,730

22,392

△ 22,392

3,472,576

8,396,614

22,392

4,316

1,990,295

△ 10,423

5,493,190

任 意 積 立 金

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 2,949,500

950,000
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  (2)   比  較  損  益  計  算  書  

（ ） （ ） ( )

（ ） （ ） ( )

（ ） （ ） ( )

（ ） （ ） ( )

6,154

販 売 費 及 び 一 般管理費

税 引 前 当 期 純 利 益

△ 66,842

△ 135,307

400,576

12,545 4,168

1,079

△ 11,878

8,533,060

△ 157,282

△ 42,697

△ 49,975

△ 61,636

1,537

140,339

7,691

114,616

当 期 未 処 分 利 益 340,843

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益 138,867

945 2,025

5,836 6,907

売 上 高

期 別
科 目

467,419

前 期

16,063,000

(

売 上 原 価

711,465

自
)

自
至 平成17年 3月31日

24,596,061

平成18年 3月31日

当 期

至
平成17年 4月  1日

（単位：千円）
比 較 増 減

（△は減）
()

平成16年 4月  1日

488,892 △ 222,573売 上 総 利 益

15,351,535 24,107,169 8,755,634

営 業 外 収 益

88,315 △ 155,730244,045営 業 利 益

8,376

受 取 配 当 金 1,594 3,613 2,018

受 取 利 息

1,070そ の 他 営 業 外 収 益

991 △ 834

支 払 利 息

13,704 34,157 20,453

－ 

営 業 外 費 用

11,878

前 期 繰 越 利 益 201,976

259,638

特 別 利 益

投 資 不 動 産 売 却 益 7,777

そ の 他 営 業 外 費 用

153

△ 95,961

76,009 △ 62,857

△ 3,769

18,654

5,982

5,982特 別 損 失 141,289

△ 124,493

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

－ 49,975

216,349

102,355

48,679

割 増 退 職 金

そ の 他 特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

238,718経 常 利 益

そ の 他 特 別 利 益 3,922

投 資 有 価 証 券 売 却 益 13,011

1,825

固 定 資 産 売 却 益

162,209

42,634 － △ 42,634

厚 生 年 金 基 金 解 散 益

△ 5,853

46,000 29,201 △ 16,798

91,497 － △ 91,497

1,923

係船船舶減価償却費等 － 33,166 33,166

10,356 △ 2,655

△ 120,574

66,703 △ 172,015

41,634
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  (3)   キャッシュ・フロー計算書  

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

（単位：千円）

)

66,477

△ 330,293

△ 10,356
△ 1,923

45,037

219,989

－ 

1,378,110
3,902,599

平 成 17 年 3 月 31 日
平 成 16 年 4 月 1 日

至
(

未成工事支出金の減少・増加 (△ ）額
た な 卸 資 産 の 減 少 ・ 増 加 ( △ ） 額
仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ） 額

Ⅵ

平 成 18 年 3 月 31 日至

当 期

平 成 17 年 4 月 1 日自

前 期

自
()

Ⅴ

貸 倒 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ） 額

固 定 資 産 除 却 損

支 払 利 息

投 資 有 価 証 券 売 却 益
投 資 不 動 産 売 却 損 ・ 益 ( △ ）
売 上 債 権 の 減 少 ・ 増 加 ( △ ） 額

法 人 税 等 の 還 付 ・ 支 払 （ △ ） 額

退職給付引当金の増加・減少 (△ ）額
役員退職慰労引当金の増加・減少(△）額
船舶特別修繕引当金の増加・減少(△）額
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

未成工事受入金の増加・減少 (△ ）額
割 引 手 形 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ） 額
そ の 他
小 計

Ⅰ
税 引 前 当 期 純 利 益

科 目

減 価 償 却 費

期 別

Ⅱ
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
定 期 預 金 払 い 戻 し

有 形 固 定 資 産 取 得 に よ る 支 出
投 資 有 価 証 券 売 却 に よ る 収 入

有 形 固 定 資 産 売 却 に よ る 収 入

そ の 他

投 資 不 動 産 売 却 に よ る 収 入

Ⅳ

そ の 他

Ⅲ
短 期 借 入 金 増 加 ・ 減 少 ( △ ) 額
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

259,638
633,742
215

Ⅶ

現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増加・減少(△)額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

利 息 の 支 払 額
配 当 金 の 支 払 額

11,878

23,466
△ 13,011

△ 236,798
△ 37,644
4,586

△ 2,540

△ 7,777
2,708,044

△ 4,151,019
35,870

△ 2,099,412
3,823,030
200,000
342,708

2,543
10,000

1,498,953

△ 51,692
1,447,260

△ 40,000

△ 12,707
84,454

1,859
168,895

271,361

4,489,797

102,355
308,898
△ 480
8,996

△ 22,392
4,261

△ 5,638
－ 

△ 671,170

3,442,345

－ 
1,047,452

△ 576,696
△ 2,084
△ 50,265
△ 2,123

3,696
△ 1,757,783

5,484

804,159

1,767
△ 198,378

－ 

4,489,797

－ 
△ 50,184
△ 2,730
△ 52,914

－ 

5,052,085

200,000

562,288

－ 

16,315 13,147

固 定 資 産 売 却 損 ・ 益 （ △ ） 3,975 △ 29,201

9,422
813,581

△ 3,502,895

5,922
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  (4)　 利  益  処  分  案   

Ⅱ

自
()

（１株につき６円）

科 目

50,503

利 益 処 分 額

165,889

(
自 平 成 16 年 4 月 1 日

期 別
前 期

平 成 17 年 3 月 31 日

Ⅰ 340,843当 期 未 処 分 利 益

株 主 配 当 金

次 期 繰 越 利 益

200,503計

Ⅲ 140,339

50,459

別 途 積 立 金

50,459

－ 150,000

216,349

至 平 成 18 年 3 月 31 日
平 成 17 年 4 月 1 日

（単位：千円）

当 期

)
至

－11－



重要な会計方針

その他有価証券 その他有価証券
時価のあるもの 同　左

時価のないもの

未成工事支出金
同　左

材料貯蔵品 材料貯蔵品
同　左

有形固定資産 有形固定資産
船舶 船舶

その他 その他
同　左

無形固定資産 無形固定資産
営業権 営業権

ソフトウェア ソフトウェア
同　左

決算期末日の市場価格等に基
づく時価法（評価差額は全部資
本直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）に
よっております。

（単位：千円）

なお、耐用年数及び残存価額に
ついては、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっており
ます。

定額法（５年均等償却）によって
おります。

　－

自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によって
おります。

なお、耐用年数及び残存価額に
ついては法人税法に規定する
方法と同一の基準によっており
ます。

特定の大型プロジェクト用に建

造した船舶については、当該プ

ロジェクトの見積総施工高を基

準とし、各期の施工実績に応じ

て償却する方法によっておりま

す。なお、当該プロジェクトが終

了に近づいたことにより離場した

船舶については、定額法によっ

ております。

特定の大型プロジェクト用に建
造した船舶については、当該プ
ロジェクトの見積総施工高を基
準とし、各期の施工実績に応じ
て償却する方法によっておりま
す。

その他の船舶については、定額

法によっており、耐用年数及び

残存価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基準に

よっております。

その他の船舶については、定額
法によっております。

定率法（ ただし、平成10年4月1
日以降の新規取得建物（建物附
属設備を除く）については定額
法）によっております。

２ たな卸資産の評価基準及び
評価方法

３ 固定資産の減価償却の方法

(
自

総平均法による原価法によってお
ります。

未成工事支出金

至
) (

個別法による原価法によっており
ます。

移動平均法による原価法によっ
ております。

１

至

有価証券の評価基準及び評
価方法

項 目
)

当 期
平 成 16 年 4 月 1 日
平 成 17 年 3 月 31 日 平 成 18 年 3 月 31 日

平 成 17 年 4 月 1 日
前 期

自
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貸倒引当金 貸倒引当金
同　左

退職給付引当金 退職給付引当金
同　左

役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金

船舶特別修繕引当金 船舶特別修繕引当金
同　左

売上高の計上方法

（会計処理の変更）

前期末をもって役員退職慰労金制

度を廃止したことに伴い、平成17

年６月29日開催の定時株主総会

において、退職慰労金の打ち切り

支給議案が承認可決されました。

これにより、役員退職慰労引当金

は全額取崩し、打ち切り支給額の

未払分は固定負債の「その他」に

計上しております。

当 期

至
)

平 成 17 年 4 月 1 日

役員の退任により支払う退任慰労
金の支払いに充てるため、「役員
退任慰労金規程」に基づく期末要
支払額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、
当期末における、簡便法により計
算した退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当期末にお
いて発生していると認められる額を
計上しております。

売上債権、貸付金等の貸倒による
損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

引当金の計上基準

項 目
至
自

５

船舶の定期修繕に要する費用に
充てるため、最近の支出実績に基
づく定期修繕見積額を計上してお
ります。

完成工事高の計上は、原則として工
事完成基準によっておりますが、長
期大型工事（工事期間が12ヶ月以上
にわたり、かつ請負契約額が５億円
以上）については工事進行基準に
よっております。

なお、平成17年３月31日付けを

もって役員退任慰労金制度を廃止

いたしましたので、引当金計上額

は制度廃止日に在任している役員

に対する支給見込額であります。

完成工事高の計上は、原則として工
事完成基準によっておりますが、長
期工事（工事期間が12ヶ月以上）に
ついては工事進行基準によっており
ます。

従来、工事進行基準は、長期大型
工事（工事期間が12ヶ月以上にわた
り、かつ請負契約額が５億円以上）
に採用しておりましたが、当期より工
事期間が12ヶ月以上の工事に適用
することとし、請負契約額基準を撤廃
することに変更しました。
この変更は、最近の長期大型プロ
ジェクトの減少により、当期において
長期工事が全て完了したことを機に
親会社の会計基準に統一するため
に行なったものであります。
従って、当該変更による売上高及び
損益に対する影響はありません。

平 成 16 年 4 月 1 日
平 成 17 年 3 月 31 日

４

)

前 期

平 成 18 年 3 月 31 日
自

( (
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同　左

同　左

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

会計処理の変更

（固定資産の減損に係る会計基準）

同左

項 目
前 期

(
平 成 17 年 3 月 31 日
平 成 16 年 4 月 1 日

至

当 期

至
平 成 17 年 4 月 1 日

)
平 成 18 年 3 月 31 日

平 成 18 年 3 月 31 日

(
自

当 期

）

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

自
至

８

前 期

（
自 平 成 16 年 4 月 1 日

）

－
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係
る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平
成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日
企業会計基準適用指針第６号）が平成16年３月31日に終
了する事業年度に係る財務諸表から適用できることに
なったことに伴い、当期から同会計基準及び同適用指針
を適用しております。これによる減損損失の発生はありま
せん。

自
)

キャッシュ・フロー計算書における資
金（現金及び現金同等物）は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、かつ、価値
の変動について僅少なリスクしか負
わない取得日から３ヶ月以内に償還
期限の到来する短期投資からなって
おります。

６ リース取引の処理方法

平 成 17 年 3 月 31 日

７

至

その他財務諸表作成のための
基本となる重要な事項

キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金の範囲

消費税及び地方消費税の会計処
理は、税抜方式を採用しておりま
す。

平 成 17 年 4 月 1 日
（
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（貸借対照表関係）

（ ） （ ）

（損益計算書関係）

研究開発費の総額

（キャッシュ・フロー計算書関係）

至

現金預金勘定

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係

200,000

自 平成 17 年 4 月 1 日
（
自

２ 受取手形割引高

商法施行規則第124条第３号
に規定する時価を付したこと
により増加した純資産額

） ）（
平 成 17 年 4 月 1 日

当 期

9,547千円

212,617

当 期
項 目

千円

平成 16 年 4 月 1 日

9,512,310 千円

（

362,393

千円

（平成 18年 3月31日現在）
5,052,085

5,052,085現金及び現金同等物 4,489,797

従 業 員 給 料 手 当
退職給付引当金繰入額

前 期

千円
千円

千円

（
自 平 成 16 年 4 月 1 日

平 成 17 年 3 月 31 日

現金預金勘定

至

３

前 期

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対
照表に掲載されている科目の金額との関係

（平成 17年 3月31日現在）
千円

前 期
項 目

4,489,797

千円 5,583

千円 現金及び現金同等物

自
至 平 成 18 年 3 月 31 日

千円

10,590

千円

平成 17 年 3 月 31 日
） ）

平 成 18 年 3 月 31 日

32,207

千円
千円

168,986千円

受取手形裏書譲渡高

２

工事進行基準による完成工事
高

販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額

１

３ 配当制限

990,900

当 期

千円

千円
102,650

注記事項

１ 有形固定資産の減価償却累
計額

4,462,190

平成 18 年 3 月 31 日現在平成 17 年 3 月 31 日現在

千円千円 4,468,641

至

400,000
千円

193,76479,455
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（リース取引関係）

当社は、「ＥＤＩＮＥＴ」による開示を行うためリース取引関係の記載を省略しております。

（有価証券関係）

前期末（平成17年3月31日現在）

その他有価証券で時価のあるもの
（単位：千円）

当期中に売却したその他有価証券
（単位：千円）

時価評価されていない主な有価証券

（単位：千円）

その他有価証券

当期末（平成18年3月31日現在）

その他有価証券で時価のあるもの

（単位：千円）

当期中に売却したその他有価証券

（単位：千円）

時価評価されていない主な有価証券

（単位：千円）

その他有価証券

（デリバティブ取引関係）

当社は、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。

差 額

　減損処理にあたっては、当期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を
行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行う
こととしておりますが、当期末においてはいずれも該当するものはありません。

91,969   株式

16,315   

（注）

売 却 額

内 容

貸借対照表計上額

非上場株式

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

種 類

種 類

非上場株式

３

貸借対照表計上額

10,900   

１

３

貸借対照表計上額

89,178   

10,900   

差 額貸借対照表計上額取 得 原 価

売却益の合計額 売却損の合計額

133,966   

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

２

225,936   

内 容

２

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

13,147   10,356   － 

（注） 　減損処理にあたっては、当期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を
行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行う
こととしておりますが、当期末においてはいずれも該当するものはありません。

－ 

株式

１

取 得 原 価

326,697   415,876   

13,011   
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（退職給付関係）

退職給付制度の概要 退職給付制度の概要

退職給付債務に関する事項 退職給付債務に関する事項

退職給付費用に関する事項 退職給付費用に関する事項

なお、当社が加入していた青木建設厚生年金基

金は、平成16年４月27日付で厚生労働省から解散

認可を受け、これにより厚生年金基金解散益

91,497千円を当期の特別利益に計上しておりま

す。

退 職 給 付 債 務

△ 273,495

平 成 18 年 3 月 31 日

退職金規定に基づく社内積立の一時金制度のほ

か、船員については適格退職年金制度に加入して

おります。

△ 419,060

千円  

145,564 千円  年 金 資 産 残 高

△ 424,524

２．

千円  退 職 給 付 債 務

平 成 17 年 4 月 1 日
）

43,093

３．

△ 264,498退 職 給 付 引 当 金

２．

（

１． １．

千円  

勤 務 費 用 千円  

67,507

67,507

当 期

千円  

千円  

３．

退 職 給 付 費 用 計

年 金 資 産 残 高

自

至
（

千円  

平 成 16 年 4 月 1 日自

前 期

）
平 成 17 年 3 月 31 日

160,026 千円  

千円  

至

退 職 給 付 費 用 計 43,093

勤 務 費 用

退 職 給 付 引 当 金

退職金規定に基づく社内積立の一時金制度のほ

か、船員については適格退職年金制度に加入して

おります。
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

％ ％

％ ％

％

％ ％

％ ％

％

％

　 （関連当事者との取引に関する注記）

親会社及び法人主要株主等　

取引高に重要性がないため記載を省略しております。

取引高に重要性がないため記載を省略しております。

（
自

平成 17年 3月31日

平成 17年 4月 1日

前期

繰 延 税 金 負 債

千円  605,948繰 延 税 金 資 産 の 純 額

繰 延 税 金 負 債 計 千円  △ 132,933

千円  

繰 延 税 金 負 債

2.4

評 価 性 引 当 金

退職給付引当金限度超過額

千円  

繰 延 税 金 資 産 合 計 757,535 千円  

千円  

千円  

千円  

当 期

千円  

）
至 平 成 18 年 3 月 31 日

繰 延 税 金 資 産

平 成 17 年 4 月 1 日自
（

111,285

繰 延 税 金 資 産 の 純 額

△ 54,511

△ 54,511

繰 延 税 金 負 債 計

703,024

その他有価証券評価差額金

千円  

△ 715,162

そ の 他

繰 延 税 金 資 産 合 計

評 価 性 引 当 金

1,472,698

430,398

千円  

販 売 用 不 動 産 評 価 損

257,958

投 資 有 価 証 券 評 価 損

繰 延 税 金 資 産 小 計

そ の 他

51,759

77,118

１．

（
平 成 16 年 4 月 1 日

至

船舶減価償却費限度超過額

税 務 上 繰 越 欠 損 金

）
至 平成 18年 3月31日

当期

△ 0.7

２．

4.1

評 価 性 引 当 金

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

（　調　整　）

法 定 実 効 税 率 40.7

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

△ 0.7

千円  

法 定 実 効 税 率

（　調　整　）
交際費等永久に損金に算入されない項目

40.7

２．

1,409,677 千円  繰 延 税 金 資 産 小 計

千円  その他有価証券評価差額金

△ 670,796

千円  

△ 132,933

738,881

527,114

千円  

税 務 上 繰 越 欠 損 金

投 資 有 価 証 券 評 価 損

船舶減価償却費限度超過額

販 売 用 不 動 産 評 価 損

48,627

361,569

千円  

千円  

555,908 千円  

退 職 給 付 引 当 金99,555

繰 延 税 金 資 産

前 期

）
自

平 成 17 年 3 月 31 日

１．

千円  294,960

千円  

千円  千円  

66,119 千円  

△ 39.046.5 評 価 性 引 当 金税効果会計適用後の法人税等の負担率

税効果会計適用後の法人税等の負担率

住 民 税 均 等 割 等

17.4

至
）

永久に損金に算入されない項目

平成 16年 4月 1日
（
自

住 民 税 均 等 割 等

7.3

25.7

受取配当金等永久に益金に算
入 さ れ な い 項 目

－18－



期　　別

 項　　　目

2,801,646 100    

次
期
繰
越
高

建 設 事 業

24,596,061

12,387,926 100    

100    

売

上

高

建 設 事 業 16,063,000 100    

15,009,782 100    ％

金 額 構 成 比

受

注

高

建 設 事 業

自
至

（

24,680,369

）（
自
至

平 成 17 年 4 月 1 日

平 成 18 年 3 月 31 日

当 期

  (5)　 受 注 高 ・ 売 上 高 ・ 次 期 繰 越 高 

（単位：千円）

前 期

100    

平 成 16 年 4 月 1 日

金 額 構 成 比

％

）
平 成 17 年 3 月 31 日

－19－



２.

（１）　

（注） 新任取締役候補者のうち、市木良次、上野康信の両氏は「商法第188条第2項第7号

の2」に定める社外取締役の要件を満たしております。

（２）　

（３）　

（４）　

（注） 新任監査役候補者のうち、松原和雄氏は「株式会社の監査等に関する商法の特例

に関する法律第18条第1項」に定める社外監査役の要件を満たしております。

（５）　

（株式会社青木建設大阪本店事務部長）

昇格予定取締役

山﨑 正一 （常務取締役　営業・技術担当）専 務 取 締 役

新任監査役候補者

並河 一夫 （取締役営業部長）

退任予定監査役

非常勤監査役

叶 勲

吉 田 豊

常 勤 監 査 役

非常勤監査役

常 勤 監 査 役

松原 和雄

並河 一夫 （常勤監査役に就任予定）

取 締 役

取 締 役

（株式会社青木建設取締役大阪本店長）

退任予定取締役

取 締 役

原田 國雄 （顧問に就任予定）

上 野 康 信

市 木 良次 （株式会社青木建設代表取締役社長）取 締 役

取 締 役 西村 生久

新任取締役候補者

(6)   役     員     の     異     動  

（工務部長）

本日現在未定でありますので、決定次第公表いたします。

その他役員の異動
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